別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：総務管理費　　目：会計管理費　　
	事業名: 新 電子調達システム移行費（任意） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　出納事務局　出納管理課　用度係　電話番号：058-272-8715（内3223）

　　　　　　　E-mail：c11113@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：66,967千円（前年度予算額：0千円）
※債務負担行為限度額(H25～H30）：380,324千円
	要求内容


	１　要求の内容


平成16年度から運用を開始し、平成20年度に契約更新を経て現在もサービスの提供を受けている文書管理・電子調達サービスについて、当該サービスのパッケージソフトウェアを、県のシステム共通基盤
に移行した上で運用します。
当該アプリケーションの開発費用は償却済みであり、新規開発や同種のパッケージソフトウェア等を導入した場合と比較して、開発費用や、パッケージソフトウェアそのもののライセンス費用、カスタマイズ費用が発生しないため、より安価なシステム導入が可能です。
	２　所要経費


文書管理・電子調達システムの移行及び運用管理に必要な経費のうち、各システムの規模で按分し電子調達システム分を当課で要求。
（全体事業費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円（税込）

	項目
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30
	合計

	システム移行
	62,491
	
	
	
	
	
	62,491

	システム運用
	
	56,085
	56,085
	56,085
	56,085
	56,085
	280,425

	ハードウェア・ソフトウェアリース
	2,409
	3,212
	3,212
	3,212
	3,212
	3,212
	18,469

	ハードウェア・ソフトウェア保守
	2,067
	2,756
	2,756
	2,756
	2,756
	2,756
	15,847

	市販切れソフトウェア再リース
	　
	67
	67
	67
	67
	67
	335

	市販切れソフトウェア保守
	　
	720
	720
	439
	439
	439
	2,757

	合計
	66,967
	62,840
	62,840
	62,559
	62,559
	62,559
	380,324


契約単位及び契約方法については、以下のとおり想定しています。
（1） システム移行・運用（一般競争入札）委託料342,916千円　
　現行の文書管理・電子調達システムを、システム共通基盤に移行し、５年間の運用業務を委託する契約です。
（2） ハードウェア・ソフトウェア調達（一般競争入札）
使用料18,469千円,委託料15,847千円
　文書管理・電子調達システムを稼働させるために必要なソフトウェアのうち、システム共通基盤側で予め用意されないソフトウェア等を調達する契約です。
　システム移行・運用と分けて調達を行うことによって、より競争原理を活かすことが可能です。
（3） 市販切れソフトウェア再リース（一者随意契約）使用料335千円,委託料2,757千円
　文書管理・電子調達システムを稼働させるために必要なソフトウェアのうち、システム共通基盤側で予め用意されず、かつ市販されていないソフトウェアについて、再リース契約を行います。
　取扱可能業者が限定されるため、他の契約とは分けて調達を行う必要があります。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	66,967
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	66,967

	決定額
	66,967
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	66,967


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　現在、岐阜県が利用している電子調達サービスについて、システム共通基盤に移行した上で運用します。
　電子調達システムは、インターネットを利用して県の調達案件を閲覧し、応札することで、調達の効率性・透明性・競争性の向上が期待できることから、安定的なシステム運用を行っていきます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	システム稼働率
※県民（事業者）側
	0％
（H15）
	100％
（H21）
	100％
（H22）
	100％
（H23）
	100％
（H25）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） サービスレベルの遵守状況
・可用性（稼働率）　100％　※システムが利用できる状態の割合　
・障害復旧時間非遵守件数　0件　※基準時間内に障害復旧ができなかった件数
（2） システムの利用状況
・調達案件数　9,197件
・応札件数（電子）　19,825件　※紙応札件数は22件　　
・利用者数（事業者）　2,674者
※上記数値はすべて平成24年度実績値（10月末まで）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　平成24年度のシステム稼働率は100％であり、不具合等によるシステム停止は発生しておらず、安定的にシステムの運用を行っている。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県が行う調達事務について、より競争原理を活かした調達を行い、財政負担を軽減することが社会的要請であり、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	システム稼働率は100％であり、安定的にシステム運用を行っている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　移行後のシステムでは、外部データセンターの利用を止め、県のシステム共通基盤を活用することや、利用率の低い機能を廃止する等の施策により、システムのトータルコストを削減する。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　現行の文書管理・電子調達サービスは、アプリケーションの運用管理から、ハードウェアの保守まで包括した、サービス提供型の契約であったが、次期システムでは、県が別途用意するシステム共通基盤にアプリケーションを移行し、運用管理業務を委託するため、システムの移行、運用を通じて、システム共通基盤の運用管理者との調整が必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
システム共通基盤という新しい環境に構築するため、システム移行が滞りなく行われるよう、システム共通基盤の所管部署である情報企画課と協力して、移行業務の管理を行う。


� 「システム共通基盤」とは、県の総合企画部情報企画課が、平成25年度に構築し、平成26年度から稼働開始する予定の、サーバ等システム関連機器を指します。システム共通基盤では、仮想化技術を用いて物理サーバの統合を行い、仮想サーバにおいて県の複数のシステムを稼働させる想定です。





